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がけ地近接等危険住宅移転事業の事例（熊本市）

事業年度 H29～H30
事業主体 熊本市

事業区域 熊本市内における土砂災害特別警戒区域

除却等費 802千円（整地、砂利舗装等）

助成費 3,190千円（建物購入費ローン利子）

備考 ・平成28年3月18日 レッドゾーン（土砂災害特別警戒区域）指定
・平成28年4月 熊本地震被災（全壊）
・平成29年10月30日 本事業申請
・熊本地震による震災復旧対応工事が過密な状態となっており、人材配置・資
材確保が遅れ、完了期日延長（変更3回）

○ 土砂災害特別警戒区域内にある既存不適格の住宅に
ついては、平成29年3月24日公費解体済み。

○ 土砂災害警戒区域外の自宅敷地に2世帯住宅を建設。
○ 跡地については本事業の趣旨に従い、住宅等を禁止する
旨の看板を立てるとともに、更地にして適切に管理。

熊本市におけるがけ地近接等危険住宅移転事業の概要

出典 熊本市より提供いただいた資料をもとに国土交通省住宅局にて作成
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土砂災害特別警戒区域における建築物の構造方法

土砂災害特別警戒区域内の居室を有する建築物は、土砂災害により想定される衝撃に耐えられるものとして、以下のいずれ
かによる構造としなければならない。
（土石流の場合）

①土石流が作用する部分に居室がある場合、想定される土石流の高さや衝撃力に応じて定められた仕様を満たす鉄鉄筋
コンクリート造の外壁等を設けること。（土石流が作用する部分に居室がない場合、柱・梁等を同様の仕様とすること）
又は、構構造計算によって、土石流の衝撃に対して建築物が安全であることを確かめること。

②急傾斜地と建築物の間の位置に鉄鉄筋コンクリート造の塀等を設置すること。

土石流が作用する1階に居室 上階のみ居室

②ＲＣ造の塀等

・土石流の衝撃を受ける高さ以下の外壁をＲＣ造とすること。（上階のみ居室を設けた場合を除く）
・ＲＣ造の控壁又は架構を設けること。
・設計基準強度18N/mm2以上のコンクリートを用いること。
・外壁の厚さを15cm以上とすること。
・土石流の高さや衝撃力に応じて、縦筋の断面積や架構の柱の径等を定められた値以上とすること。

・土石流の移動による衝撃力によって、外壁等に生ずる力を計算。
・外壁等に生ずる力が、当該外壁等の耐力を超えないことを確認。

・土石流の衝撃を受ける高さ以下の塀等をＲＣ造とすること。
・ＲＣ造の控壁を設けること。
・設計基準強度18N/mm2以上のコンクリートを用いること。
・壁等の厚さを15cm以上とすること。

・土石流の高さや衝撃力に応じて、縦筋の断面積や架構の柱の
径等を定められた値以上とすること。

・土石流の移動による衝撃力によって、塀等に生ずる力を計算。
・塀等に生ずる力が、当該塀等の耐力を超えないことを確認。

柱・梁等を想定
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①建築物の構造
＜仕様基準＞

＜構造計算＞

居
室

居
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想定される土石流の高
さや衝撃力に応じて定
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鉄筋コンクリート造の
外壁等を設ける

（土砂災害特別警戒区域内における居室を有する建築物の外壁等の構造方法並びに当該構造方法を用いる外壁等と同等以上の耐力を有する門
又は塀の構造方法を定める件（平成13年国土交通省告示第383号））

住宅・建築物安全ストック形成事業（土砂災害関係）

○補助対象： 以下の要件を満たす建築物。
・土砂災害特別警戒区域内の建築物
・建築基準法施行令第８０条の３について既存不適格である建築物

○補助率：２３％（うち国費１１．５％）

○補助対象限度額：３３６万円/棟

■目的
○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき指定された土砂災害特
別警戒区域内の既存不適格建築物の土砂災害対策改修に対する支援を行うことにより、建築物の安全
性を確保することを目的とする。

■事業内容
○ 土砂災害特別警戒区域内の既存建築物であって、土砂災害に対する構造耐力上の安全性を有していな
いものに対して、改修に必要な費用を支援する。
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住宅・建築物安全ストック形成事業（土砂災害関係）の事例

事事例の概要
事業年度：平成28年度
用途 ：共同住宅（８戸）

延べ面積：522.36m2

所有者：広島県福山市
事業費：2052（千円）
補助額：235（千円）

改修内容：防土堤の設置

○施工前後写真

小規模住宅地区改良事業

良住宅 不良住宅

地区施設（集会所等）小規模改良住宅

１．概要

不良住宅※が集合すること等により生活環境の整備が必要とされる地区において、地方公共団体により、不良
住宅の除却、従前居住者向けの住宅（小規模改良住宅）の建設、生活道路又は児童遊園等を整備する事業。
※地方公共団体が移転勧告等を行った住宅や災害で著しく損傷した住宅も該当する。

（補助率）
(1/2)
(2/3)
(1/2)
(1/2)
(1/2)

※

２．根拠 ３．対象地区

・不良住宅戸数 15戸以上

・不良住宅率 50%以上

・不良住宅の買収・除却
・小規模改良住宅整備
・小規模改良住宅用地取得
・公共施設・地区施設整備
・津波避難施設等整備
※ 跡地非公共は1/3

４．補助対象

小規模住宅地区等改良事業
制度要綱（住宅局長通達）

災害危険区域

緑地・公園等 道路

小規模改良地区

小規模住宅地区改良事業の実施事例（奈良県野迫川村）

等 等

従 前

従 後

災害危険区域

小規模改良地区
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地すべり等関連住宅融資（住宅金融支援機構）

地すべりや急傾斜地の崩壊による被害を受けるおそれのある住宅の移転又は代替住宅の建設等を行う際に必要
な資金を貸し付ける。

１１．対象となる工事
・ 地すべり等防止法第24条第１項による関連事業計画に基づく住宅の移転等
・ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第26条第１項による勧告に基づく住宅の移転等
・ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第13条第１項による勧告に基づく代替住宅の建設等

※上記以外に建築基準法第10条第１項の勧告は又同条第３項の命令を受けた時も利用できる場合あり

土砂災害防止法（抜粋）

第二十六条 都道府県知事は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には特特別警戒区域内に存する居室を有する建築物に損壊が生じ、住民等の生
命又は身体に著しい危害が生ずるおそれが大きいと認めるときは、当該建築物の所有者、管理者又は占有者に対し、当該建築物の移転その他土
砂災害を防止し、又は軽減するために必要な措置をとることを勧告することができる。

２．主な融資条件

※１ 土地取得資金970万円/戸の上乗せが可能

（戸単位） 建設資金 購入資金
金利

（全期間固定金利
令和２年９月１日現在）

償還期間（※２，３）

基本融資額 1,680万円（※１） 2,650万円 ０．４５％
３５年以内

特例加算額 520万円 １．３５％

※２ 完済時年齢の上限は８０歳

※３ 元金据置期間を設けることも可能（３年以内（償還期間外））

フラット３５地域活性化型（防災対策）の概要（住宅金融支援機構）

（１）事業要件

次の要件を満たす地方公共団体の事業が対象。

① 国土強靱化地域計画の策定等の防災・減災に資する取組を実施していること

② 住宅における防災・減災対策（耐震改修を除く）に対して、金利引下げ相当分以上の補助金等の財政支援を行
うこと

③ 機構に設置された有識者委員会において、事業内容が適切であると認められたものであること

（２）対象となる防災・減災対策

克雪住宅、雨雨水浸透施設、雨水利用貯水槽、

浸水防止用設備、住宅不燃化 等※

※地方公共団体が地域の実情を踏まえて設定。

（３）【フラット３５】の金利引下げ

当初５年間、年0.25％引下げ

<制度イメージ>

地域活性化型 （防災対策）
～国土強靱化の理念を踏まえた防災対策の実践～

連携

補助金等の
財政的な支援措置

住宅ローン（フラット35）
の金利引下げ

地方公共団体 住宅金融支援機構

住み替え

【防災・減災対策が
講じられた住宅】

住宅の防災・減災対策に取り組むため、「国土強靱化地域計画」や「地域防災計画」等を策定してい
る地方公共団体と住宅金融支援機構が連携し、地方公共団体による財政支援とあわせて、フラット３５
の金利を引き下げる。
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